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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第51期
第３四半期
連結累計期間

第52期
第３四半期
連結累計期間

第51期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 67,114 59,197 87,023

経常損失(△) (百万円) △1,130 △652 △1,991

四半期(当期)純損失(△) (百万円) △1,890 △842 △5,726

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △3,484 △1,112 △7,769

純資産額 (百万円) 62,689 57,273 58,423

総資産額 (百万円) 114,604 101,489 113,433

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △32.18 △14.35 △97.48

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.16 53.63 48.98

　

回次
第51期
第３四半期
連結会計期間

第52期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △9.03 7.48

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第51期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　
(日本)

当第３四半期連結会計期間において、日本シイエムケイニイガタ株式会社は、日本シイエムケイマルチ

株式会社を存続会社とする吸収合併により解散したため、連結の範囲から除外しております。また、第２

四半期連結会計期間において、ジェイティシイエムケイ株式会社は、清算が結了したため、連結の範囲か

ら除外しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響で低迷した生産が回復した

ものの、長引く円高の影響や欧州の財政危機問題等に加え、タイの洪水の影響によるサプライチェーン

の混乱など、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いています。

このような経済環境のなか、当社グループは品質管理の強化、徹底的なコスト削減と生産効率化等を

着実に実行し、成果をあげております。販売面では東日本大震災の影響による自動車各社の生産調整等

が大きく影響し、当第３四半期連結累計期間の売上高は591億97百万円(前年同四半期比11.8％減)と

なったものの、営業利益は3億65百万円(前年同四半期は2億82百万円の営業損失)と営業黒字に転換し

ました。なお、円高の影響により為替評価損が8億56百万円発生し、経常損失は6億52百万円(前年同四半

期は11億30百万円の経常損失)、四半期純損失は8億42百万円(前年同四半期は18億90百万円の四半期純

損失)となりました。

　
セグメントの概況は以下のとおりです。　

(日本)

震災の影響により自動車関連製品の売上高が大幅に減少したものの、コスト削減、生産効率化等を推

進した結果、売上高は420億56百万円(前年同四半期比12.8％減)、営業利益は18億40百万円(前年同四半

期比15.9％増)となりました。

(中国)

自動車関連製品の売上高が減少したことに加え、原材料や人件費の高騰、ドル安中国元高等が影響

し、売上高は107億28百万円(前年同四半期比1.1％減)、営業損失は4億53百万円(前年同四半期は2億29

百万円の営業利益)となりました。

(東南アジア)

マレーシア工場の片面事業撤退により、同事業の売上高は大幅に減少しましたが、タイ工場のプロダ

クトミックスの改善および稼働率の向上等が寄与した結果、売上高は42億82百万円（前年同四半期比

24.2％減）、営業損失は7億96百万円（前年同四半期は17億4百万円の営業損失）となりました。
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(欧米)

自動車関連製品の売上高の減少がありましたが、販売管理費の削減等により、売上高は21億29百万円

(前年同四半期比11.5％減)、営業利益は81百万円(前年同四半期比12.7％増)となりました。

　
(2) 財政状態の分析

流動資産は、前連結会計年度末に比べて11.1％減少し、554億6百万円となりました。これは、主に現金

及び預金が77億52百万円減少したことなどによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて9.8％減少し、460億73百万円となりました。これは、主に有形

固定資産が42億52百万円、投資有価証券が9億14百万円それぞれ減少したことなどによるものでありま

す。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて10.5％減少し、1,014億89百万円となりました。 

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて22.8％減少し、241億71百万円となりました。これは、主に短期

借入金が55億67百万円減少したことなどによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて15.4％減少し、200億44百万円となりました。これは、主に長期

借入金が30億10百万円減少したことなどによるものであります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて19.6％減少し、442億16百万円となりました。 

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて2.0％減少し、572億73百万円となりました。これは、主に利

益剰余金が8億73百万円減少したことなどによるものであります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2億83百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。

　
(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、日本及び東南アジアの生産、販売の実績が著しく減少しており

ます。

これは、東日本大震災の影響で日本の自動車関連製品が大幅に減少したことと、マレーシア工場の片

面事業撤退により東南アジアが著しく減少した為であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 227,922,000

計 227,922,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,060,164 63,060,164
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 63,060,164 63,060,164― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年12月31日 ― 63,060,164 ― 22,306 ― 22,063

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

4,314,700
― 単元株式数　100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

58,680,000
586,800 同上

単元未満株式
普通株式

65,464
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 63,060,164 ― ―

総株主の議決権 ― 586,800 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本シイエムケイ株式会社

東京都新宿区西新宿六丁
目５番１号

4,314,700 ― 4,314,7006.84

計 ― 4,314,700 ― 4,314,7006.84
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　　　該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

　　　該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長執行役員
製造担当、技術担当

代表取締役副社長執行役員
海外事業担当、技術担当

高井　建郎 平成23年７月１日

取締役執行役員
製造副担当、技術副担当

取締役執行役員
電子デバイス事業部長、国内製造担当

伊藤　和博 平成23年７月１日

取締役執行役員
取締役執行役員
生産改革担当

中山　明治 平成23年７月１日

取締役常務執行役員
経理・財務・情報システム担当

取締役常務執行役員
経理・財務・情報システム、ＣＳＲ担当

近藤　定信 平成23年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新宿監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,383 18,630

受取手形及び売掛金 25,479 ※2
 25,798

有価証券 36 29

商品及び製品 4,238 3,849

仕掛品 3,070 3,391

原材料及び貯蔵品 1,696 1,891

その他 1,436 1,827

貸倒引当金 △11 △11

流動資産合計 62,328 55,406

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 17,654 16,301

機械装置及び運搬具（純額） 15,270 12,548

土地 10,336 10,310

建設仮勘定 261 133

その他（純額） 610 586

有形固定資産合計 44,133 39,881

無形固定資産

のれん 348 339

その他 287 266

無形固定資産合計 635 606

投資その他の資産

投資有価証券 3,391 2,477

その他 2,961 3,131

貸倒引当金 △34 △23

投資その他の資産合計 6,318 5,585

固定資産合計 51,087 46,073

繰延資産

社債発行費 16 10

繰延資産合計 16 10

資産合計 113,433 101,489
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,582 11,253

短期借入金 10,855 5,288

未払法人税等 177 287

賞与引当金 681 178

受注損失引当金 248 265

事業構造再編費用引当金 726 579

その他 7,046 6,320

流動負債合計 31,317 24,171

固定負債

社債 5,500 5,500

長期借入金 14,352 11,341

退職給付引当金 305 288

役員退職慰労引当金 181 70

その他 3,353 2,843

固定負債合計 23,692 20,044

負債合計 55,009 44,216

純資産の部

株主資本

資本金 22,306 22,306

資本剰余金 22,063 22,063

利益剰余金 17,466 16,592

自己株式 △3,502 △3,502

株主資本合計 58,333 57,459

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 164 △88

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 △2,944 △2,947

その他の包括利益累計額合計 △2,779 △3,035

少数株主持分 2,868 2,849

純資産合計 58,423 57,273

負債純資産合計 113,433 101,489
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 67,114 59,197

売上原価 61,436 53,192

売上総利益 5,678 6,004

販売費及び一般管理費

従業員給料及び賞与 1,844 1,881

役員退職慰労引当金繰入額 18 22

賞与引当金繰入額 33 57

退職給付引当金繰入額 30 42

役員賞与引当金繰入額 60 0

その他 3,972 3,633

販売費及び一般管理費合計 5,960 5,639

営業利益又は営業損失（△） △282 365

営業外収益

受取利息 25 36

受取配当金 64 63

その他 711 564

営業外収益合計 801 664

営業外費用

支払利息 658 591

為替差損 742 856

その他 248 234

営業外費用合計 1,649 1,682

経常損失（△） △1,130 △652

特別利益

固定資産売却益 60 16

投資有価証券売却益 3 138

役員退職慰労引当金戻入額 3 －

債務免除益 － 347

その他 14 107

特別利益合計 81 609

特別損失

固定資産売却損 10 0

固定資産除却損 79 71

減損損失 3 4

投資有価証券評価損 9 364

事業構造再編費用 127 13

損害賠償金 400 39

その他 4 －

特別損失合計 635 495

税金等調整前四半期純損失（△） △1,685 △537
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

法人税、住民税及び事業税 167 228

法人税等調整額 22 39

法人税等合計 189 267

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,875 △805

少数株主利益 15 37

四半期純損失（△） △1,890 △842
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,875 △805

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △174 △253

繰延ヘッジ損益 2 △0

為替換算調整勘定 △1,436 △53

その他の包括利益合計 △1,608 △307

四半期包括利益 △3,484 △1,112

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,296 △1,099

少数株主に係る四半期包括利益 △187 △12
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

連結の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、連結子会社であった日本シイエムケイニイガタ株式会社は、連結子会社

である日本シイエムケイマルチ株式会社を存続会社とする吸収合併により解散したため、連結の範囲から除外

しております。また、第２四半期連結会計期間において、連結子会社であったジェイティシイエムケイ株式会社

は、清算が結了したため、連結の範囲から除外しております。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　受取手形裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 656百万円 834百万円

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 － 193百万円

受取手形裏書譲渡高 － 78  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のと

おりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 4,776百万円 3,956百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 117 ２ 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２日本 中国 東南アジア 欧米 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 48,20810,8485,652 2,40567,114 ─ 67,114

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,068 6,642 2,401 ─ 10,112△10,112 ─

計 49,27617,4918,053 2,40577,227△10,11267,114

セグメント利益又は損失(△) 1,588 229 △1,704 72 185 △468 △282

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△468百万円には、セグメント間取引消去128百万円、全社費用△597百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２日本 中国 東南アジア 欧米 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 42,05610,7284,282 2,12959,197 ─ 59,197

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

870 5,384 3,073 ─ 9,327△9,327 ─

計 42,92716,1127,356 2,12968,525△9,327 59,197

セグメント利益又は損失(△) 1,840 △453 △796 81 673 △307 365

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額△307百万円には、セグメント間取引消去307百万円、全社費用△615百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

共通支配下の取引等

(1) 取引の概要

①  対象となった事業の名称及びその事業の内容

　事業の名称：プリント配線板事業

　事業の内容：主として当社の主力製品であるビルドアップ多層配線板の生産販売

②  企業結合日

　平成23年10月１日

③  企業結合の法的形式

日本シイエムケイマルチ株式会社(当社の連結子会社)を存続会社、日本シイエムケイニイガ

タ株式会社(当社の連結子会社)を消滅会社とする吸収合併。

④  結合後企業の名称

　日本シイエムケイマルチ株式会社(当社の連結子会社)

⑤  その他取引の概要に関する事項

日本シイエムケイマルチ株式会社と日本シイエムケイニイガタ株式会社は、それぞれ当社新

潟工場内において、当社の主力製品であるビルドアップ多層配線板を生産販売してきましたが、

最近の経営環境の変化を受けて今後は両社の経営資源を結集し、国内事業の強化と経営の効率

化を推進することが目的であります。

　

(2) 会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成20年12月26日)及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)

に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額(△)及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

 １株当たり四半期純損失金額(△) △32円18銭 △14円35銭

  (算定上の基礎) 　 　

  四半期純損失金額(△)(百万円) △1,890 △842

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る四半期純損失金額(△)(百万円) △1,890 △842

  普通株式の期中平均株式数(千株) 58,745 58,745

 (注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

 存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２４年２月１０日

日本シイエムケイ株式会社

取 締 役 会  御中

　

新　宿　監　査　法　人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　壬　　生　　米　　秋　　印

　
指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　末　　益　　弘　　幸　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
本シイエムケイ株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期
連結会計期間(平成２３年１０月１日から平成２３年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成
２３年４月１日から平成２３年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対
照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本シイエムケイ株式会社及び連結子会社の
平成２３年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適
正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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